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規定されておらず、現状ではかなり幅のあるものとな

っている。 
図 2 は、平成 22 年度に車検場および指定工場にお

いて OBD に関する調査を行った際、244 台の車両（国

産車 207 台、外国車 37 台）における OBD コネクタ

の位置をまとめたものである。図中に示される②～⑤

の位置にコネクタがある車両は、それぞれ相当数あ

り、統一性は見られない。なお、④が半数近くを占め

たのは、調査台数に対するあるメーカの車両の割合が

大きく、かつそれらの車両の大半が④に該当したため

である。一方、他の国産車で④に該当した車両はむし

ろ少数派になるなど、メーカによる偏りも見られた。

また、その他や不明の多くは外国車であり、中にはカ

バーが装着されていた例もあったことから、実際に車

検で活用する場合には困難なケースも予想される。 

３．２．レディネスコード（故障診断履歴情報データ） 
警告灯（以下、「MIL（Malfunction Indicator 

Lamp）」という）が点灯していることは、排出ガス低

減装置に異常があることを示す。一方で、MIL の不

点灯は故障がない場合に加えて、OBD システムによ

る診断が実行されていない場合も含まれる。故障があ

る車両を確実に整備につなげることが必要であるた

め、MIL の不点灯に加えて、診断されたことを示す

レディネスコードの確認が必要となる。その概念を図

3 に示す。外側の長方形の全体集合に対して、内側の

楕円で囲まれたレディネスコードありの場合は、MIL
の点灯で正常かどうかを判断できるが、レディネスコ

ードなしの場合では異常があっても MIL は点灯しな

いため、MIL による判定のみでは異常な車両（図 3
の④）を検査で合格扱いにしてしまうことになる。当

然、欧米においてもその点は考慮されており、レディ

ネスコードありでないと検査で合格にはならない。そ

こで、レディネスコードの有無について、国内で調査

を行った。その結果、車検場で調査を行った 113 台中

の 19 台がレディネスコードなしであった。その約半

数について、さらに調べたところ直前にレディネスコ

ードが消去されていることが判明した。これは検査前

に行われた整備の際に消去されたものと推察される。

また、交通安全環境研究所においても車両 20 台を対

象に、同様の調査を行ったところ、1 台のみがレディ

ネスコードなしであり、その車両は定期点検直後であ

った。したがって、通常の運用下においてはほぼ確実

に診断が行われる一方で、検査時にレディネスコード

なしの車両に対しては点検整備記録簿等を活用し、整

備の際にレディネスコードを消去したかを確認でき

るような手段の構築が必要になると見込まれる。 

４．まとめ 
 J-OBD II を活用した車検を行う場合に想定される

効果と課題について以下にまとめる。 
・効果：今回試験を行った車両の範囲ではあるが、排

出ガス低減性能の劣化が起きた場合、現行のアイドル

規制値を超える前にOBD閾値を超過することが示唆

され、劣化等の早期発見が期待できる。 
・課題：一つ目として OBD コネクタの位置が挙げら

れる。現状では統一されておらず、コネクタにカバー

が装着されている例もあったことから車検で活用す

る場合には困難なケースも予想される。 
二つ目として、検査では MIL だけでなくレディネ

スコードを確認する必要があるが、整備時にレディネ

スコードが消去されて検査時に確認できないケース

があり、対応手段の構築が必要となる。 
５．おわりに 

本試験結果の多くは、国土交通省および自動車検査

独立行政法人からの受託調査で得られたものが元に

なっており、委託元および実施に際して協力頂いた関

係各位に謝意を表する。 

 
図 3 故障等の判定における 

MIL とレディネスコードの関係 
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図 2 OBD コネクタの位置とその割合 

 
⑪ 試験時間短縮を目指した電気自動車の一充電走行距離測定法の開発 
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１．はじめに 

電気自動車において“一充電走行距離”はその性能

を表す重要な諸元の一つであり、交通安全環境研究所

審査事務規程別添試験規程（TRIAS）によりその測定

方法が規定されている。2009 年に市場に投入された

電気自動車の一充電走行距離は 160 km(1)であった

が、2015 年現在、技術の進歩により、その最長距離

は 280 km(2)まで延伸している。これにともない一充

電走行距離測定に要する時間も約1.7倍に増加してい

る。今後も一充電走行距離が延伸した車両が開発され

れば、さらに測定時間も長くなっていくことが予想さ

れる。上述のように進歩する技術に対応した試験方法

の開発のために、本研究所では平成 24 年度より 3 年

間『電動車認証試験法の高度化に関する研究』に取り

組み(3)、新試験法として試験時間短縮を目指した一充

電走行距離測定法を開発した。 
２．従来測定法の概要 

従来の一充電走行距離測定法(4)は、シャシダイナモ

メータ上で、図 1(a)に示すように走行用バッテリ（主

電池）が満充電の状態(Full)から電欠状態(Empty)ま
で、規定のドライビングサイクルである JC08 モード 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

(図 1(b))を繰り返し走行し、その距離を測定するもので

あった。一充電走行距離測定で用いられる JC08 モード

の平均車速は 24.4 km/h であるため、230 km 程度の一

充電走行距離を有する車両を試験する場合、電欠の状態

までに約 9.5 時間の走行が必要になる。 
３．新測定法 

３．１．新測定法のコンセプト 
新測定法のコンセプトは図2に示すように2つの電

力量の比をもとにして、計算により一充電走行距離を

求めるものである。2 つの電力量とは“バッテリの使

用可能な電力量（Usable Battery Energy: UBE）”と

“ある距離を走行するのに必要な電力量”である。具

体例を挙げて説明すると、UBE が 20 kWh であるバ

ッテリパックを有する車両が、10 km 走行するのに、

1 kWh の電力をバッテリパックから消費した（直流

電力料消費率に相当）場合、一充電走行距離は 200 km
と求められるというものである。本手法の開発におけ

る主要な検討事項は、計算に必要な値である UBE と

直流電力量消費率をいかに短い時間で精度高く測定

するかであった。(5) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．２．新試験法の概略 
新試験法の詳細(6)は、TRIAS 99-021-01 の 9 章 “計

算法による一充電走行距離および交流電力量消費率

の測定”において記述されており、ここではその概略

について述べる。新試験法のテストシークエンスは図図 1 (a)従来測定法の概要、(b) JC08 モード 

図 2 新測定法のコンセプト 
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3 に示すように、4 回の JC08 モードの繰り返し走行

部および一定速（81.6 km/h）走行部を組み合わせた

構成となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
JC08 モード走行部は直流電力量消費率の値を取得

するために存在し、ここで得られた走行距離およびバ

ッテリから消費した電力量から直流電力量消費率が

決定される。一方、一定速走行部では、高速走行する

ことによってより短い時間でバッテリに蓄えられた

電力を消費できる、つまり UBE 測定のための時間を

短縮する目的で存在している。一定速走行部において

走行する距離は、前半と後半で90:10に分配される（※

例外の規程あり）。これは冷間始動状態で直流電力量

消費率が高く、暖機状態で直流電力量消費率が低いと

いう事象に対応したものとなっている。特に初回の

JC08 モード走行時の直流電力量消費率は、車両によ

っては回生による充電を抑制しているケースもあり、

２回目以降の値と比べて大きく異なることがありう

る。このため計算により一充電走行距離を求める際に

は、初回の直流電力量消費率は２回目から８回目の直

流電力量消費率と取り扱いを分け、補正を行ってい

る。以下に実際に用いられる計算式を記述する。 

D� ���
�� � ����� � �� � ��� � ������� 

D       ：一充電走行距離 (km) 
���    ：試験開始から終了までの主電池の

利用可能電力量 (kWh) 
��    ：UBE に占める JC08 モード走行

１回目の消費電力量の割合 
�����  ：JC08 モード走行１回目の電力量

消費率 (kWh/km) 
������� ：JC08 モード走行２回目から８回

目の平均電力量消費率 (kWh/km) 
 

３．３．新試験法の精度および時間短縮効果 
新試験法の精度の確認は、自動車メーカーの協力を

得て、国内に流通している市販車両４車種を用いて行

われた。従来試験法に対する新試験法の測定結果の差

は 1％未満であった。また最も時間短縮効果が大きか

った例では、従来試験法で約 9.5 時間かかった車両の

測定時間が、新試験法では、約 4.5 時間と半分以下に

短縮された。これにより、新試験法は従来試験法と同

等の結果をより短時間で得られることが証明された。 

４．おわりに  
本報告では、試験時間短縮を目指し開発した一充電

走行距離の新測定法について、そのコンセプト、概要

および精度や時間短縮効果について、従来方法にふれ

つつ記述した。新試験法は 2015 年 3 月末より運用が

開始され、2015 年 10 月末現在で２件の審査が新試験

法により行われた（現行最長車両(280 km)の場合は約

11.5 時間から約 5 時間への短縮であった。）。また、本

手法の一充電走行距離を“バッテリの使用可能な電力

量”と“ある距離を走行するのに必要な電力量”の関

係から計算で求めようとするコンセプトはJC08モー

ドを対象とした測定のみでなく、世界統一試験サイク

ル(WLTC: Worldwide Light-duty Test Cycle)を対象

とした測定にも応用可能であることから、 小型車の

世 界 共 通 排 出 ガ ス 試 験 法 (WLTP: Worldwide 
harmonized Light vehicles Test Procedure)における

測定法として採用されることが決まっている。 
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１．はじめに 

我が国では、平成 18 年から世界に先駆けて重量車

の燃費基準が導入され、同時に燃料消費率試験法 1)(以
下、「重量車燃費試験法」という)も運用が開始された。

図 1 に重量車燃費試験法の概要を示す 2)。本試験法で

は、エンジン台上試験装置を用いて暖機定常条件で計

測したエンジン回転数およびトルクに対する燃料消

費量のマップ(以下、「燃費マップ」という)に基づき、

車両走行時の燃料消費率を計算する方法(以下、「シミ

ュレーション法」という)を採用している。具体的に

は、図 2 に示す都市内および都市間走行モードを 1 秒

毎のエンジン試験サイクルに変換した後、当該試験サ

イクルを運転した際の瞬時燃料消費量を燃費マップ

から読み取り積算することで試験サイクル全体の燃

料消費量および燃料消費率[km/L]を計算している。し

たがって、本試験法で得られた燃料消費率はエンジン

が暖機状態であることを仮定した場合の値となる。 
一方、平成 28 年度から導入される次期重量車排出

ガ ス 試 験 法 の WHDC (World-wide harmonized 
Heavy-duty Certification procedure)は、過渡試験サイク

ルの WHTC (World-wide Harmonized Transient Cycle)と
定常試験サイクルの WHSC (World-wide Harmonized 
Steady-state Cycle)の試験で構成され、WHTC の試験で

は冷機始動条件および暖機条件における排出ガス値

を 1：6 で加重平均することとなっている。このよう

に WHDC では冷機始動条件における試験が含まれる

ことから、今後はエンジン・後処理装置の暖機促進技

術の導入が進むものと予想される。 
 暖機促進は、機械損失の低減による燃費改善効果が

見込める一方、方法によってはその過程において燃費

を悪化させる場合もある。したがって、暖機促進技術

の導入による燃料消費率への影響については、適切な

評価方法により把握しておかなければならない。これ

に備えて本研究では、シミュレーション法による重量

車燃費試験法において冷機始動条件の燃料消費率を

評価する方法を考案し、その有効性を検証した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２．方  法 
２．１．冷機始動条件における燃費計算方法の考案 
 冷機始動条件における燃料消費率の計算では、 
(a) エンジンシステムの昇温過程の予測 
(b) エンジンシステム温度と燃料消費量の関係 
の 2 点が重要なポイントとなる。 
(a) エンジンシステムの昇温過程の予測 

エンジンシステムの温度分布が冷却水温度で均一

であるという仮定の下、エンジン暖機モデルを構築し

た。以下にその計算モデルを示す。 

���� � ���� � �����
���  

ただし、 

���� � ������ � �� � �� � ������� � �������
3600  

図 1 重量車燃費試験法の概要

図 2 都市内走行および都市間走行モード
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